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	記入日：     年　月　日
岐阜県商工会連合会会長 様
（持続化補助金事務局）
	郵便番号
	

	住所（都道府県
名から記載）
	

	
	

	（フリガナ）
名称
	
	

印

	代表者の役職
	
	

	（フリガナ）
代表者氏名
	

	

	

	電話番号
	


中小・小規模事業者パワーアップ応援補助金申請書
（岐阜県小規模事業者持続化補助金）

　中小・小規模事業者パワーアップ応援補助金（岐阜県小規模事業者持続化補助金）の交付を受けたいので下記の書類を添えて申請します。申請書類の記載内容は真正であり、かつ当社は中小・小規模事業者パワーアップ応援補助金（岐阜県小規模事業者持続化補助金）の交付を受ける者として、公募要領に定める「中小・小規模事業者パワーアップ応援補助金（岐阜県小規模事業者持続化補助金）の交付を受ける者として不適当な者」のいずれにも該当しません。この誓約が虚偽であり、またはこの誓約に反したことにより当方が不利益を被ることになっても異議は一切申し立てません。また申請にあたっては公募要領に記載された「重要説明事項」（P.4～5）を確認し、その内容を十分に理解しています。
記
・経営計画書（様式１－２）
・補助事業計画書（様式１－３）
・補助金交付申請書（様式２）＊持続化補助金事務局でお預かりし採択決定後に正式受理します。
　◇法人の場合：
・貸借対照表および損益計算書（直近１期分）
◇個人事業主の場合：
・直近の確定申告書（第一表、第二表、収支内訳書（１・２面）または所得税青色申告決算書　　　　（１～４面））または開業届
＊収支内訳書がない場合は貸借対照表および損益計算書（直近１期分）を作成し提出
◇特定非営利活動法人の場合：
・貸借対照表および活動計算書（直近１期分）
・現在事項全部証明書または履歴事項全部証明書
・法人税確定申告書（直近１期分）

（様式１－２）
経営計画書
＜応募者の概要＞
	（フリガナ）
名称（商号または屋号）
	


	主たる業種（類型）※１

	【以下のいずれか一つを選択してください】
①（　　）小売業
②（　　）サービス業
③（　　）卸売業
④（　　）製造業その他

	常時使用する
従業員数※２
	人
	＊常時使用する従業員がいなければ、「０人」と記入してください。
＊従業員数が小規模事業者・中小企業者の定義を超える場合は
申請できません。

	資本金額
（個人事業者は記載不要）
	万　　　円
	設立年月日（西暦）
※３
	年　　月　　日

	希望する枠
	【以下のいずれか一つを選択してください】（重複して申請することはできません）
①（　　）小規模事業者【一般枠】
②（　　）小規模事業者【働いてもらい方改革枠】
③（　　）中小企業者　【働いてもらい方改革枠】
【働いてもらい方改革枠】に該当するかどうかは、経営指導員とよく相談してください。

	消費税の適用に関する事項・補助対象経費の計上区分※４
	【以下のいずれか一つを選択してください】
①（　　）課税事業者（税抜金額）
②（　　）免税事業者（税込金額）
③（　　）簡易課税事業者・２割特例（予定含む）（税込金額）


※１　公募要領P.6の２.補助対象者をご参照のうえ選択してください。
※２　公募要領P.8の2.(1)②に定める「常時使用する従業員数」の考え方をご参照のうえ、ご記入ください。なお、当該従業員に該当するか否かの判断に疑義が生じた場合には、地域の商工会又は商工会議所による伴走支援（助言又は指導等）を受けながら作成してください。
※３　「設立年月日」は創業後に組織変更（例：個人事業者から株式会社化、有限会社から株式会社化）された場合は、現在の組織体の設立年月日（例：個人事業者から株式会社化した場合は、株式会社としての設立年月日）を記載してください。
＊個人事業者で設立した「日」が不明の場合は、空欄のままで構いません（年月までは必ず記載してください）。
※４　消費税の区分によって補助対象経費の算定方法が異なります。詳細は公募要領P.34の【参考２】消費税等仕入控除税額をご参照ください。
[bookmark: _Hlk225865802]
必ず熟読してください！
「公募要領P28～P30　表1：審査の観点」









	＜すべての事業者が対象＞
補助対象事業として取り組むものが「射幸心をそそるおそれがある、または公序良俗を害するおそれがある」事業（公募要領P.10参照）か否か。
	□該当する
（該当する場合は応募できません）
	□該当しない

	＜すべての事業者が対象＞
補助対象事業として取り組む内容が、国・岐阜県及びこれに類する機関が実施する補助金・助成金において同一内容で申請していないか。
	□該当する
（該当する場合は応募できません）
	□該当しない

	＜すべての事業者が対象＞
採択審査時に「防災・減災加点」の加点審査（公募要領P.29参照）の付与を希望するか。
※「事業継続力強化計画」の認定又は「事業継続計画（BCP）」を提出のこと
	□希望する
	□希望しない

	＜すべての事業者が対象＞
持続的な賃上げへの取組について、具体的な施策を記載してください。（公募要領P.9～10参照）
・○○することにより売上増加を図る
・○○することにより利益増加を図る
※「持続的な」なので、補助事業を行った時だけの一時的な売上増加や利益増加では該当しない。
　⇒今後継続して賃上げできるような仕組みをつくるための補助事業（この補助金申請での経営計画）
　　であることが必要。

	
１．企業概要
⑴当社の企業概要
【事業所名】　　　　　　　　　　　
【代表者名】
【人員体制】代表者、専従者○名、従業員○名、パート○名　など
【事業内容】当社は〇年に（氏名）が創業、（地名）で、（○○業、業種など）を営んでいる。
　　　　　　～自社の位置づけ等～（例）地域に1店しかない食料品販売店である。
　　　　　　※営業日、営業時間、休業日や特徴など、「こんな会社」「こんなお店」ということが一読してわかるように記載。
　　　　　　
⑵経営状況
【提供している商品・サービス】
【現在の顧客】切り口を考えて記載　
（性別・年齢・居住地域・家族構成・所得層・生活スタイル・趣味など）
【経営状況】
	年度
	年度
	年度
	直近年度

	売上高
	
	
	

	売上総利益
	
	
	

	営業利益（特前所得）
	
	
	


※経営状況に関する説明（推測もあり）をサラッと記載【例】
　・儲かっている理由/儲かっていない理由
　・売上を上げるために考えられること
　・利益を上げるために考えられること
　・○○という顧客にはアプローチできているが、ターゲットとして狙いたい△△という顧客にはアプローチできていない




	２．顧客ニーズと市場の動向
⑴ターゲット顧客とそのニーズ
　・お客様が求めている商品・サービスは何か？
　・未開拓の顧客のニーズ（業界全体の課題）（顧客からの要望・不満）

⑵市場の動向
・競合他社の状況
・過去から現在の状況と将来の見通し
・競合他社の存在、対象とする顧客層の増減等売上を左右する環境について

※自社が売上や利益を増やす（稼ぐ力を伸ばす）ため、⑵市場の動向を踏まえて、現在の顧客および今後ターゲットとしたい顧客層のどのようなニーズを満たせばよいか考えながら記載する。

	３．自社の現状分析（強み・弱み・経営課題）※働いてもらい方改革枠申請事業者は「新たな働く環境づくりに対する自社の現状や課題」についても記載してください。
⑴SWOT分析（補助事業につながっていくように記載）
	S（強み）
	W（弱み）

	必ず記載!
⇒差別化、差異化できるポイントは？
　・ウチだけができること
　・他社にはない○○、真似されない○○
	※補助事業を実施することで克服できる弱みを
　書く。
　⇒どうにもならない弱みは書かない

	O（機会）
	T（脅威）

	必ず記載！
⇒自社に追い風となる世の中の動きは？
　・マクロ、ミクロ両方考えてみる

	※補助金申請上、書いた方が良い内容なら書く
　⇒書かなくても問題ない


※SWOT分析の解説を記載⇒経営計画、補助事業計画につながるように
・差別的優位性（他社に比べて優れている点）・強みを書く。
・お客様からの声・評判の良い事（商品・サービス）等。
・○○賞受賞。　・大手企業の取引先がある。
・業界内では○○（顧客・従業員・技術・サービス・ノウハウ）が一番。

⑵経営課題
※自社の状況やSWOT分析を踏まえた課題（問題ではない）を記載する。
　　問題と課題の主な違いは、「問題」は理想と現実のギャップ（障害・現状）であり、「課題」はそれを解決するために取り組む具体的な行動（解決策）である。
※【当社の経営上の問題】【当社の経営課題】と項目出しをした方が書きやすいかもしれない。


	４．経営方針・目標と今後のプラン※働いてもらい方改革枠申請事業者は「新たな働く環境づくりに対する方針や目標」などについても記載してください。
⑴経営方針
　・自社の強みや市場特性を踏まえているか？
　・ビジョン（定性的：客層・商品・業態・下請け・依存脱却等）
【新たな働く環境づくりに対する方針】
　（例）・短時間しか働けない人でも働ける勤務体制　・高齢者でも作業しやすい環境　
　　　 ・体力がなくてもOK　・柔軟なシフトOK　・急に休んでもOKな体制
　　　 ・コミュニケーションが難しい人OK　・障がいがある人をフォローできる体制　等々

⑵経営目標
【定量的な目標】売上・利益・客単価・客数等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	（例）
	現状
	1年後
	2年後
	3年後

	売上高
	
	
	
	

	売上総利益
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	



【定性的な目標】
・どのような会社になりたいか？業界内や地域での立ち位置など
【新たな働く環境づくりに対する目標】
　（例）・多様な働き方（短時間しか働けない人、1つの作業しかできない人）の雇用実施
　　　 ・快適な作業環境の整備（明るさ、快適な温度、滑らない床、わかりやすいマニュアル）
　　　 ・人事管理制度の整備
　　⇒数値目標を入れる
⑶今後のプラン
　・順序立てて戦略の必要性を書き、補助事業を含めた今後3～5年の計画を具体的に書く。 
　・新規事業展開・新規顧客獲得のための創意工夫した取り組み
　・1年～3年後の売上や利益の増加につながるように書く。売上や利益の数値を示す。
　・補助事業以外でも関連ある取り組みである事や相乗効果をもたらす事も書く。
　・時系列もしくはアクションで切り分けて項目出しをして書くと書きやすい




※1　経営計画書（様式１－２）は8ページ以内の記載を推奨します。
※2　採択時に「事業者名称」は一般公表することがあります。

（様式１－３）
補助事業計画書

Ⅰ．補助事業の内容
	1．補助事業で行う事業名【必須記入】（30文字以内で記入すること）
　※簡潔にわかりやすく記載

	2-1．「稼ぐ力」の強化に向けた取組内容【必須記入】（事業規模拡大や業態転換等に向けて取り組む事業内容について記載してください。）※以下の具体的な取組内容は適宜、項目、行数・ページ数を追加してください。
具体的な取組内容①
◇取組概要：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（例：○○の機械導入、ホームページ作成・改修、○○の改装工事）
◇具体的な取組内容
【取り組みを行う理由 →具体的取組内容 →実施手順】
・自社の強みをどのように活かした取組かを具体的に書く。
・取り組みのスケジュール
・資金計画




●本取組は、補助対象事業・補助対象外事業のいずれに該当しますか。
（☐補助対象事業※経費明細表に計上する取組・□補助対象外事業）
●本取組は収益納付の対象となりますか。　　□対象となる　□対象とならない
※収益納付⇒生産設備導入による売上、ネットショップ開設、展示販売会など可能性あり
　　　　　　公募要領P34確認のこと

	具体的な取組内容②
◇取組概要：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（例：○○の機械導入、ホームページ作成・改修、○○の改装工事）
◇具体的な取組内容



●本取組は、補助対象事業・補助対象外事業のいずれに該当しますか。
（☐補助対象事業※経費明細表に計上する取組・□補助対象外事業）
●本取組は収益納付の対象となりますか。　　□対象となる　□対象とならない

	2-2．「稼ぐ力」の強化に向けた取組の効果【必須記入】
①目指すべき効果・成果
（補助事業の効果は定量面・定性面の両面から記載して下さい。）
【定量面】
・稼ぐ力の強化にどのように寄与するかを書く。→合理的に説明できるか？

【定性面】
・取り組みの費用対効果を書く。→数値で示すことができるか？
②効果・成果の検証方法
（例示）
・売上の増加額、利益の増加額、利益率の増加
・新規顧客の増加、顧客単価の増加
・リピートの増加


	3-1．新たな働く環境づくりに向けた取組内容【働いてもらい方改革枠申請事業者のみ必須記入】
具体的な取組内容①
◇取組概要：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（例：マイクロワークによる在宅勤務のためのパソコン導入、子育て中の男女を雇用するための求人広告）
◇具体的な取組内容
【取り組みを行う理由 →具体的取組内容 →実施手順】
・具体的な取り組み内容
・スケジュール

●本取組は、補助対象事業・補助対象外事業のいずれに該当しますか。
（☐補助対象事業※経費明細表に計上する取組・□補助対象外事業）
●本取組は収益納付の対象となりますか。　　□対象となる　□対象とならない

	3-2.　新たな働く環境づくりに向けた取組の効果【働いてもらい方改革枠申請事業者のみ必須記入】
①目指すべき効果・成果
（補助事業の効果は定量面・定性面の両面から記載して下さい）
【定量面】
※補助事業として取り組むか、自主財源（又は経費が掛からない方法）で取り組むかに関わらず、具体的に記載


【定性面】


②効果・成果の検証方法














[bookmark: _Hlk225423391]Ⅱ．経費明細表
①小規模事業者【一般枠】・②小規模事業者【働いてもらい方改革枠】申請事業者【必須記入】
（単位：円）
	経費区分
	内容
	経費内訳
（単価×回数）
	補助対象経費
（税抜・税込）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	(１)「稼ぐ力の強化」に係る補助対象経費小計（⑧職場環境整備費を除く）
	

	(２)「稼ぐ力の強化」に係る補助金交付申請額（⑧職場環境整備費を除く）
　小規模事業者【一般枠】の場合（１）×補助率１/２以内（円未満切捨て）
小規模事業者【働いてもらい方改革枠】の場合（１）×補助率２/３以内（円未満切捨て）
	

	(３)「新たな働く環境づくり」に係る補助対象経費小計（⑧職場環境整備費）
	

	(４)「新たな働く環境づくり」に係る交付申請額（上限1,000,000円）
	

	(５)補助対象経費合計　(1)＋(3)
	

	(６)補助金交付申請額合計　(2)＋(4)
	


[bookmark: _Hlk226043690]※1　「●●一式」・「諸経費」・「雑費」等、一括計上によりその内容や内訳が不明瞭な経費は補助対象経費の要件を満たさないものと判断されます。
※2　経費区分には「①機械装置等費」から「⑧職場環境整備費」までの各費目を記入してください。
※3　「⑧職場環境整備費」のみによる申請はできません。
※4　（６）の上限は、小規模事業者【一般枠】は１５０万円、小規模事業者【働いてもらい方改革枠】は３００万円です。
※5　「消費税の適用に関する事項」で「①課税事業者」を選択した場合は、補助対象経費「税抜」を選択してください。
「②免税事業者・③簡易課税事業者・2割特例（予定）含む」を選択した場合は、補助対象経費「税込」を選択してください。詳細は公募要領P.34の【参考２】消費税等仕入控除税額をご参照ください。

（Ⅰ．からⅡ．の各項目について記載内容が多い場合は、適宜、行数・ページ数を追加できます。）

Ⅱ．経費明細表③中小企業者【働いてもらい方改革枠】申請事業者【必須記入】
（単位：円）
	経費区分
	内容
	経費内訳
（単価×回数）
	補助対象経費
（税抜・税込）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	(１)補助対象経費合計
	

	(２)補助金交付申請額
　中小企業者【働いてもらい方改革枠の場合】（１）×補助率１/２以内（円未満切捨て）
	


※1　「●●一式」・「諸経費」・「雑費」等、一括計上によりその内容や内訳が不明瞭な経費は補助対象経費の要件を満たさないものと判断されます。
※2　経費区分には「①機械装置等費」から「⑧職場環境整備費」までの各費目を記入してください。
※3　「⑧職場環境整備費」のみによる申請はできません。
※4　（２）の上限は、中小企業者【働いてもらい方改革枠】は５００万円です。
※5　「消費税の適用に関する事項」で「①課税事業者」を選択した場合は、補助対象経費「税抜」を選択してください。「②免税事業者・③簡易課税事業者・2割特例（予定）含む」を選択した場合は、補助対象経費「税込」を選択してください。詳細は公募要領P.34の【参考２】消費税等仕入控除税額をご参照ください。



（Ⅰ．からⅡ．の各項目について記載内容が多い場合は、適宜、行数・ページ数を追加できます。）


（様式２）
記入日：     年　　月　　日
岐阜県商工会連合会会長　様
（持続化補助金事務局）

郵便番号
住　　所
名　　称
代表者の役職・氏名　　　   　　　　　　　　印

中小・小規模事業者パワーアップ応援補助金
（岐阜県小規模事業者持続化補助金）
交付申請書

中小・小規模事業者パワーアップ応援補助金（岐阜県小規模事業者持続化補助金）交付要領第４条第１項の規定に基づき、上記補助金の交付について下記のとおり申請します。
（注）２のみご記入ください。

記
１．補助事業の目的および内容
　　補助事業計画書のとおり
＊補助事業計画書は持続化補助金事務局が指定する「様式１－３」を使用すること。以下同様。

２．補助事業の開始日および完了予定日（注：最長で2026年12月31日まで）
　　交付決定日　～　　　年　　月　　日

３．補助対象経費
　　補助事業計画書のとおり

４．補助金交付申請額
補助事業計画書のとおり


